
令 和 ３ 年 ６ 月 ３ ０ 日

国土政策局広域地方政策課

令和３年度 第２回
官民連携基盤整備推進調査費の配分を実施します

～民間と自治体が連携して取り組むインフラ施設の調査・検討を支援～

国土交通省は、「官民連携基盤整備推進調査費」の令和３年度 第２回配分として、別添１

のとおり、地方公共団体が実施する４件の調査（道路・市街地整備の事業化検討）の支援を決

定しました。

本事業は、民間の設備投資等と一体的に計画される地方公共団体のインフラ整備（道路・

河川・都市公園・市街地整備・港湾・空港等）の事業化検討を支援するための制度です。

（配分先：地方公共団体、補助率：１/２）

【添付資料】

・別添１ 令和３年度第２回実施事業一覧

・別添２ 令和３年度第２回実施事業概要

・別添３ 官民連携基盤整備推進調査費の制度概要

【その他】

・募集情報や過去の実施例等は以下をご覧下さい。

国土交通省HP「官民連携による地域活性化のための基盤整備推進支援事業」

（http://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/kanminrenkei.html）

【問合せ先】
国土政策局広域地方政策課調整室
専門調査官 長谷川、城間

主査 森倉、中川
代表：03-5253-8111（内線29-914、29-916、29-924、29-926）
直通：03-5253-8360
F A X：03-5253-1572



事業費 国費

1

い し げ

石下駅周辺における交通結節機能強化のための基盤

整備検討調査

じ ょ う そ う し

常総市
じ ょ う そ う し

茨城県常総市

地域の交通結節点であり、鬼怒川サイクリングロードに隣接する石下駅周辺エリアにおいて、
駅前広場や周辺道路の利便性向上、自転車通行空間の環境整備のため、民間事業者による子育
て世帯向け住宅の整備やサイクリングイベントの開催等と合わせて、駅前広場及び周辺道路、
自転車通行空間の整備に向けた現況調査・概略設計・整備計画の検討及び駅前広場の整備・管
理運営に係るPPP/PFI導入可能性検討を行う。

16,000 8,000 

2

だ い に け い は ん ど う ろ

第二京阪道路沿道における休憩施設の基盤整備検討

調査

か た の し

交野市
か た の し

大阪府交野市

広域的な物流拠点となることが見込まれる第二京阪道路沿道の交野市において、増加する物流
交通や物流倉庫周辺の環境保全のため、民間事業者による物流倉庫建設に合わせて、休憩施設
（駐車場）の整備に向けた現況調査・整備効果・概略設計及び駐車場・収益施設の管理運営に
係るPPP/PFI導入可能性検討を行う。

30,000 15,000 

3

み き よ か わ

三木市吉川地域における拠点エリア形成のための基

盤整備検討調査

み き し

三木市
み き し

兵庫県三木市

三木市吉川地域において、現在、物販施設と温泉施設が併設しているエリアを観光・地域交流
の拠点エリアとするため、民間事業者によるショップやミュージアム機能の充実と合せて地域
交流施設・情報発信施設・駐車場の再整備に係る概略設計等を行う。

18,000 9,000 

4

たかまつ

高松市における駐輪場及び駐車場の機能強化に向け

た基盤整備検討調査

た か ま つ し

高松市
た か ま つ し

香川県高松市

高松市中心部において、鉄道と自転車の連携を高めるとともに駐車場利用の適正化を行うた
め、民間事業者によるレンタサイクルポートの追加や複合施設の立体駐車場整備事業と合わせ
て、鉄道駅周辺駐輪場の台数適正化や市営駐車場の再整備に係る需要調査、概略検討等を行
う。

17,000 8,500 

81,000 40,500 

令和３年度　官民連携による地域活性化のための基盤整備推進支援事業　第２回実施事業一覧

実施計画額（千円）

計4箇所

調査名 実施主体 対象地域 概要

別添１

1



石下駅周辺における交通結節機能強化のための基盤整備検討調査

地域の特徴等

【実施主体名：常総市】

【調査箇所：茨城県常総市】

・若年層向け集合住宅の整備

 (5)民間の活動と一体的に整備する効果
 ・都市空間の魅力向上、賑わい創出による消費拡大
 ・鬼怒小貝リバーサイドルートを訪れるサイクリスト等の広域

観光客数の増加

(4)【調査内容】
①駅前の交通動線実態調査（歩行者・自動車の交通量調査、バ

ス・駅の利用者調査）
②駅前広場、駅前道路、自転車通行空間の現況調査・概略設

計・整備計画の検討
③駅前広場の整備に係るPPP/PFI導入可能性検討

(1)社会的背景・状況の変化等（きっかけ）
・平成２２年３月　常総市都市計画マスタープランを策定
・平成２３年７月　石下地区まちづくりの検討を開始
・平成２７年９月　関東・東北豪雨災害による鬼怒川堤防破堤の大規模水害
・令和元年　９月　堤防天端を利用した鬼怒川サイクリングロードが一部開通
・令和３年　２月　石下駅周辺及び東部拠点地区まちづくり構想を策定

位 置 図

○ 石下駅は茨城県西地域を南北に走る関東鉄道常総線と、つくば・土浦方面のバス路線を東西に結ぶ公共交通のターミナル駅。
○平成２３年より石下駅を中心としたまちづくりの検討が始まり、令和３年２月に石下駅前市街地と行政施設が集積している東

部拠点をつなぐ賑わいづくりをコンセプトにした「石下駅周辺及び東部拠点地区まちづくり構想」を策定。
○平成２７年９月関東・東北豪雨災害による鬼怒川堤防破堤からの復旧事業で、常総市の中央を南北に縦断する鬼怒川堤防がサ

イクリングロードとして整備され、災害をもたらした鬼怒川を地域資源・交流の場として有効的に活用するために、リバース
ポットや誘導サインの整備を行う「かわまちづくり」の取り組みが進む。

じょうそうし

(3)基盤整備の必要性（現状の課題等）
・歩行者の利便性の向上及び安全性確保のため、駅前道路の歩車

分離及び歩行者動線の整備が必要
・駅前広場のバス・タクシー待機所整備等の機能向上が必要
・サイクリングロードへの誘導サイン設置及び自転車通行空間の

環境整備が必要

(2)民間事業者の活動・新たな投資・予定
・ハウスメーカーが子育て世帯向けの住宅を整備（令和6年度予定）
・東部拠点未利用地で公民連携手法による賑わい拠点施設（複合施設等）の

整備（令和7年度予定）
・かわまちづくり下妻・常総活性化協議会が、広域周遊サイクリングイベン

トを開催（令和3年度予定）
・鉄道会社がパークアンドライド用の駐車場を整備（令和2年～）
・鉄道会社が石下駅を拠点として豊田城など市内の名所旧跡を巡るウォーキ

ングイベントを開催（令和2年～）

密接な
関連性

凡　例

社会資本整備

民間での取組

【事業費：16,000千円　国費：8,000千円】【１】　調査計画書（案）の概要

宇都宮市

東京駅
成田空港

水戸市

50km圏内

鬼
怒
川
サ
イ
ク
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グ
ロ
ー
ド

駅前広場、駅前道路整備

石
下
駅

・広域サイクリングイベントの開催

サイクルフェスタ2019　市内外から約300名が参加

・駅前駐車場の増設
・サイクルトレインの実施
・ウォーキングイベントの開催

自転車通行空間環境整備

豊田城

東部拠点

294

・賑わい拠点施設整備

別添２
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第二京阪道路沿道における休憩施設の基盤整備検討調査

○第二京阪道路は平成22年3月に開通し、沿道各市では第二京阪道路を中心としたまちづくりが進められている。
○近年、南海・東南海地震の発生に備え、物流施設（物流倉庫）が大阪湾沿岸部から内陸部に移っており、交野市においても1棟の物流倉
　庫が完成し、さらに2棟が建設中、1棟の建設予定も持ち上がっている。
○第二京阪道路へは、新名神高速道路（令和5年度開通予定）、淀川左岸線延伸部の接続が計画されており、交通ネットワークが今後
　さらに充実することから、当地が広域的な物流の拠点となることが期待されている。

地域の特徴等

【２】　調査計画書（案）の概要 【実施主体名：交野市】

【調査箇所：大阪府交野市】

 (5)民間の活動と一体的に整備する効果

(4)【調査内容】

(1)社会的背景・状況の変化等（きっかけ）

位 置 図

かたの

(3)基盤整備の必要性（現状の課題等）

(2)民間事業者の活動・新たな投資・予定

【事業費：30,000千円　国費：15,000千円】

・物流倉庫の増加、高速道路ネットワークの充実により
大型車の交通量が増加

・アクセス道路が令和3年3月大阪府都市整備中期計画に
位置付けられる。市として道路整備に併せた沿道まち
づくりとして駐車場を誘導する。

・デベロッパー２社により２棟の物流倉庫建設中（令和3
年度完成・稼働）

・上記とは別にデベロッパーが１棟物流倉庫進出検討中
(令和4年度以降予定)

・PPP/PFI事業者による、駐車場、飲食・温浴施設等の整
備・管理運営

・駐車場の需要予測、整備効果、施設規模、概略設計等
の検討

・駐車場および収益施設の管理運営に係るPPP/PFI導入可
能性検討

・地域内外の物流事業者・テナント・トラックドライバー
からの魅力が向上し、当地の物流産業の活性化や新規移
入による地域経済の消費拡大、雇用増加

凡　例

社会資本整備

民間での取組

至 
京都

(交野
北IC)
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京阪
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都
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計
画
道
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路
）

至
 
大
阪

ＪＲ
学研
都市
線

物流倉庫
（既設）

物流倉庫
（既設・枚方市）

物流倉庫（建設中）

物流倉庫（建設中）

物流倉庫（検討中）
フレ
ンド

マー
ト

カイ
ンズ

ホー
ム

トラック駐車場
（休憩施設）

交野南IC

物流倉庫(交野市内)

物流倉庫(交野市外)

交野南IC寝屋川北IC 交野北IC

第二京阪道路

当該地

・増加が見込まれる物流交通に対応するためにも、
ドライバーの労働環境(休憩・待機・生活)の改善、
物流倉庫周辺の地域住民の生活環境の保全、交通
安全を確保するための駐車場（休憩施設）が必要

飲食・温泉施設等整備
（PPP/PFI）

密接な
関連性
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三木市吉川地域における拠点エリア形成のための基盤整備検討調査

地域の特徴等

【３】　調査計画書（案）の概要 【実施主体名：三木市】

【調査箇所：兵庫県三木市】

位 置 図

みき

【事業費：１８，０００千円　国費：９，０００千円】

・当エリアは、温泉施設と直売所、多目的スペース、レストラン、食品加工施設などの施設群が充実している一方、

　竣工から15年以上が経過し経年変化への対応を検討する時期を迎えている。

・また、大都市圏から1時間程度でアクセス可能でありながら、田園風景に恵まれ、全国的にも評価の高い山田錦を

　はじめとする特産品を産するなど有利な条件を備えている。

・さらに、地域の方の日常生活の場となるとともに、道路利用者の立ち寄り利用に応じることも期待される。

(1)社会的背景・状況の変化等（きっかけ）
・令和元年１０月　商工会より「よかわ活性化構想」
　　　　　　　　　の提案
・令和３年３月　　山田錦の郷活性化構想を策定

(2)民間事業者の活動・新たな投資・予定
・（株）吉川まちづくり公社による拠点エリア内施設の管理・　　
　運営（R７年度～）
・（株）吉川まちづくり公社によるショップやミュージアム機
　能の充実（Ｒ７年度～）
・（株）吉川まちづくり公社によるサイクルターミナル拠点と　
　して管理・運営（Ｒ７年度～）
・（株）吉川まちづくり公社によるイベント等の実施（Ｒ７年
　度～）

(3)基盤整備の必要性（現状の課題等）
・地域外からの集客のための拠点エリアの整備が必要

・地域交流のための市民の憩いの場の整備が必要

(4)【調査内容】
①地域交流施設、情報発信施設、駐車場を再整備するため

の概略設計

 (5)民間の活動と一体的に整備する効果
 ・拠点エリア全体の集客力のアップ
 ・観光客の入り込み数・観光産業の売り上げの増加

吉川体育館

凡　例

社会資本整備

（株）吉川まちづくり公
社が地域交流施設及び情
報発信施設等を運営管理
する予定。

民間での取組

拠点エリアの概略設計

密接な
関連性
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高松市における駐輪場及び駐車場の機能強化に向けた基盤整備検討調査

○高松市では、平坦な地形と温暖で雨が少ない気候から、自転車を利用しやすい環境が整っており、日々の生活において、多くの市民が自転車を手軽に利用する中、「自転車活用推進計
　画」を策定し、自転車通行空間の整備や、放置自転車対策、交通事故防止対策等を推進し、自転車の利用環境向上に努めている。
○一方で、自動車依存型の生活習慣も見受けられ、交通渋滞や交通事故の発生、環境の悪化等の問題が生じており、需要追随型の駐車場整備から、中心市街地における適正な規模の設置
　や配置、既存ストックの有効活用などへの転換が必要となっている。
○「コンパクト・プラス・ネットワーク」の構築は、四国圏広域地方計画「No．４ 全国に先駆けて進行する人口減少への「子国」支援対策プロジェクト」に位置づけられており、公共
　交通と連携した「レンタサイクルの環境整備」等、二次交通の活用による、地域の活力や地域交通ネットワークの再構築が求められている。

地域の特徴等

【４】　調査計画書（案）の概要 【実施主体名：高松市】

【対象地域：香川県高松市】
(1)社会的背景・状況の変化等（きっかけ）

○H３１年３月に改訂した「高松市総合都市交通計画」
　において、都心地域等への自動車流入規制を検討する
　こととしている。
〇R３年3月に策定した「高松市自転車活用推進計画」
　に基づき、自転車交通の役割拡大による都市環境の形
　成や、安全で安心な社会の実現に向けて取り組むこと
　としている。
〇国による「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対
　処方針」の中で、密の回避として自転車通勤等が推奨
　された。

位 置 図

たかまつ

【事業費：１７，０００千円　国費：８，５００千円】

(5)民間の活動と一体的に整備する効果
• 鉄道駅周辺駐輪場の台数適正化がレンタサイクルポートの追加

に寄与する。
• 駐車場利用の適正化、自転車利用促進による人流の活性化によ

り中心市街地の商業施設利用者増加が見込まれる。

(4)【調査内容】

① 鉄道駅周辺駐輪場の台数適正化・鉄道駅と駐輪場のｱｸｾｽ環
境整備・中心市街地の駐車場の総量適正化に係る需要調査

② 市営駐車場の再整備に係る施設内容検討、駐車場情報シス
テムの概略検討

③　②の市営駐車場における運営・管理のPPP／PFI導入可能
　　性検討

(3)基盤整備の必要性（現状の課題等）

• 少子高齢化社会の到来及び環境への負荷低減等新たな社会
課題を背景に、自転車や自動車のニーズが大きく変化。

• 利用率も低下している市営駐車場について、収益性と利便
性の向上を図るため、複合施設の立体駐車場整備事業にあ
わせ、官民連携の駐車場情報システムの整備を含む再整備
が必要。

• 鉄道と自転車の連携を高めるため、レンタサイクルポート
の追加整備と併せ、鉄道駅周辺駐輪場の台数適正化を図る
必要がある。

• 民間・公共を合わせた駐輪場・駐車場を把握した上で、時
代に即した利用者ニーズを踏まえた、施策の実現に向けた
計画が必要。

(2)民間事業者の活動・新たな投資・予定

• レンタサイクルのポートの追加（R３年度～）
• 高松まちづくり株式会社が複合施設の立体駐車場整備事業を
　 実施（R３年度～）

密接な
関連性

南部駐車場

瓦町地下駐車場
レンタサイクルポート（既存）

N

鉄道駅周辺駐輪場（市内４６箇所）の

台数適正化、
鉄道駅と駐輪場のアクセス環境整備

レンタサイクルのポートの追加

凡　例

社会資本整備

民間での取組

市営駐車場の再整備
（PPP／PFI導入可能性検討）

JR高松駅

高松築港駅

片原町駅

瓦町駅

複合施設の立体駐車場整備事業

5



【支援内容】

民間事業活動と一体的に行うことにより、優れた効果の発現
や効率性が期待できる国土交通省所管の基盤整備※の事業
化に向けた検討経費を支援

＜調査内容＞
① 施設整備の内容に関する調査
　　（例） 基礎データ収集、需要予測、概略設計、整備効果検討等

② ①で調査した 施設の整備・運営手法に関する調査
　　（例） PPP/PFI手法の選定、官民の業務分担、VFM算定等

事業概要

事業内容
【配分先】 地方公共団体（都道府県・市町村等）

※ 道路、海岸、河川、港湾、都市公園、市街地整備、空港等の公共土木施設

【補助率】 １／２

○ 各地域の個性や強みを活かした特色ある成長を図るためには、民間の投資効果が最大限に引き出されるよ
う、民間の設備投資等と一体的に基盤整備を実施することが重要である。

○ 官民が連携して実施する民間投資誘発効果の高い基盤整備や広域的な地域戦略に資する事業につい

て、民間の意思決定のタイミングに合わせ、機を逸することなく基盤整備の構想段階から事業実施段階
への円滑かつ速やかな移行を図るため、地方公共団体が行う事業化検討に対して調査費補助を行う。

【募集・配分スケジュール】 年３回配分

事業フロー

区　　分 募集期間　 配分時期

第１回 １月２５日～２月１９日 　４月２７日

第２回 ２月２６日～４月１６日 　６月３０日

第３回 ６月１１日～７月９日 　８月下旬

事
業
実
施

事業方針
決定

事
業
化
検
討

効果
発現

○官民協議を通じた地域活性化の構想

○基盤整備の事業化検討

本調査費で支援

○民間の事業活動
・ハードの設備投資
・ソフトの取り組み

○基盤整備の実施
（実施設計、工事）

○PPP/PFIによる基盤整備
（実施設計、工事、管理）

官民連携の相乗効果による地域活性化の実現
・民間の経済活動の活性化　　・インフラストック効果の増大

・PPP/PFI導入による新たなビジネス機会の拡大、公的負
担の抑制

① 需要予測、概略設計 等

② PPP/PFI導入可能性検討 等

一体的に実施

連携

官民連携基盤整備推進調査費の制度概要 別添３
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